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令和４年度６月補正予算編成の考え方

〇 今回の補正予算は、人口減少対策をはじめ「長崎県総合計画チェンジ＆チャレンジ2025」等

に沿った各種施策に新たな視点や発想を盛り込み、さらなる強化・進化を図ることを基本に、

以下の柱に基づき編成

全世代の暮らしを安全・安心で豊かにする施策
〇 本県の未来を担う子供たちが希望を持って健やかに成長し、県民の全世代・全地域の皆様に
「ふるさと長崎県」で安全・安心で豊かな暮らしを続けていただくことのできる環境づくりを推進

全世代の暮らしを安全・安心で豊かにする施策
〇 本県の未来を担う子供たちが希望を持って健やかに成長し、県民の全世代・全地域の皆様に
「ふるさと長崎県」で安全・安心で豊かな暮らしを続けていただくことのできる環境づくりを推進

１

チャレンジし成長し続ける施策
〇 コロナ禍の変革期にある社会において、勇気を持って時代を切り開こうとする新たなチャレンジを
しっかりと後押しし、長崎ならではの先進的取組が県内外の人々を呼び込む好循環を創出

チャレンジし成長し続ける施策
〇 コロナ禍の変革期にある社会において、勇気を持って時代を切り開こうとする新たなチャレンジを
しっかりと後押しし、長崎ならではの先進的取組が県内外の人々を呼び込む好循環を創出

２

選ばれる長崎県を県民と一緒につくる施策
〇 観光・文化・スポーツの振興や多文化共生等による地域活性化を促進することで、「にぎわい」を
創出し、国内外の注目を集め、選ばれる長崎県づくりを推進

選ばれる長崎県を県民と一緒につくる施策
〇 観光・文化・スポーツの振興や多文化共生等による地域活性化を促進することで、「にぎわい」を
創出し、国内外の注目を集め、選ばれる長崎県づくりを推進

３

◎ 新型コロナウイルス感染症対策◎ 新型コロナウイルス感染症対策

■ こうした施策を着実に推進し、県民の皆様と一緒に「新しい長崎県づくり」の実現を目指す



令和４年度６月補正予算（案）のポイント

◆ 一般会計補正予算額 626億 8,322万 2千円◆ 一般会計補正予算額 626億 8,322万 2千円

ポイント

2

補正予算の規模

〇 新型コロナウイルス感染症対策予算として約20億円を計上

〇 予算総額（肉付け補正後）は４年連続の増

〇 予算規模 約7,500億円は令和３年度当初予算に続き２年連続

〇 コロナ禍における原油価格・物価高騰対策については、必要な対策を
早急に検討のうえ別途計上

　　　　　［単位：百万円、％］

　　年　度 令和３年度 増減額 伸　率

 会　計

当初予算
①

現計
②

6月補正
③

計
②＋③ ④

④-①  ⑤ ⑤／①

748,631 688,326 62,683 751,010 2,378 0.3

（注）表示単位未満四捨五入の関係で、集計が一致しない箇所がある。

令　和　４　年　度

 一 般 会 計



歳入・歳出の概要

（注）表示単位未満四捨五入のため、合計が一致しない場合がある。（以下の表も同様）

令和４年度６月補正予算（案）の概要
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（単位：百万円、％）

Ｒ３年度
当初 現計 ６月補正 ６月補正後 増減額 伸び率

① ② ③ ④ ④－①　⑤ ⑤／①
Ａ　歳入 734,491 678,326 55,354 733,681 △ 811 △ 0.1

（１）県税 113,701 121,715 121,715 8,013 7.0

（２）地方譲与税 16,791 25,508 25,508 8,717 51.9

（３）地方交付税 225,947 218,653 5,980 224,633 △ 1,314 △ 0.6

交付税＋臨時財政対策債 260,118 228,653 5,980 234,633 △ 25,485 △ 9.8

（４）国庫支出金 124,301 132,466 19,276 151,742 27,441 22.1

（５）県債 111,371 50,030 22,363 72,393 △ 38,978 △ 35.0

うち臨時財政対策債 34,171 10,000 10,000 △ 24,171 △ 70.7

（６）その他 142,380 129,954 7,735 137,689 △ 4,691 △ 3.3

Ｂ　歳出 748,631 688,326 62,683 751,010 2,378 0.3

（１）人件費 188,533 186,739 7 186,747 △ 1,786 △ 0.9

退職手当除く 172,342 168,881 7 168,888 △ 3,454 △ 2.0

（２）公債費 90,293 87,029 87,029 △ 3,264 △ 3.6

（３）公共事業費 88,870 39,525 31,181 70,705 △ 18,165 △ 20.4

（４）その他 380,935 375,033 31,495 406,529 25,593 6.7

Ｃ　財源不足額（Ａ－Ｂ） △ 14,140 △ 10,000 △ 7,329 △ 17,329 △ 3,189 22.6

Ｄ　基金取り崩し 14,140 10,000 7,329 17,329 3,189 22.6

Ｒ３→Ｒ４Ｒ４年度



○公共事業費は、概ね前年度当初予算の５０％を令和４年度当初予算に計上しており、６月補正予算では国内示額を踏まえた

事業費を追加

〇新幹線整備事業を除く令和３年度当初予算の国内示後事業費と比較して、前年度比＋８．７％となる約６７５億円を確保

〇令和３年度１月補正予算で計上した国の経済対策分と合わせて、県民生活の安全・安心の確保や地域の活性化に繋がる

道路や河川等の整備を積極的に推進

公共事業費の状況
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（単位：百万円、％）

公共事業費全体 88,870 72,930 39,525 31,181 70,705 △ 2,225 △ 3.1

新幹線を除く全体 72,550 62,059 36,297 31,181 67,477 5,418 8.7

都市公園 115 168 55 117 172 4 2.5

道路街路 26,550 20,252 13,247 10,862 24,109 3,857 19.0

港湾 5,936 7,157 2,991 3,537 6,528 △ 630 △ 8.8

空港 63 63 9 34 42 △ 21 △ 33.2

河川・砂防 12,011 8,894 6,006 3,196 9,202 308 3.5

ダム 2,752 2,125 1,376 1,025 2,401 276 13.0

住宅・市街地 2,026 1,982 983 848 1,831 △ 151 △ 7.6

農業農村 5,866 5,043 2,929 3,003 5,933 889 17.6

造林・林道・治山 4,515 4,122 2,257 2,591 4,849 726 17.6

漁場整備 3,855 4,082 1,004 2,694 3,698 △ 384 △ 9.4

漁港 8,739 8,086 5,294 3,274 8,567 481 6.0

自然公園 120 85 146 146 62 73.0

新幹線 16,320 10,871 3,228 3,228 △ 7,643 △ 70.3

区　　　　分

令和４年度 対Ｒ３年度当初国内示

当初国内示
②

当初
③

６月補正
④

６月補正後
⑤

増減額
⑤-② ⑥

当初
①

令和３年度

増減率
⑥/②



○財源調整３基金の取崩額は１７３億円となっており、普通交付税精算措置に伴う地方交付税の減少分への対応

（約４０億円）等により増加（Ｒ３：１４１億円）

※ 普通交付税精算対応分は令和３年度３月補正予算において財政調整基金に積立済

○県債残高については、国の「防災・減災、国土強靭化のための５か年加速化対策」や緊急自然災害防止対策事

業、緊急浚渫推進事業など、交付税措置率が高い県債を重点的に活用したことから増加

基金・県債の状況

5

◎財源調整３基金の取り崩し状況 （単位：億円）

29年度 30年度 R元年度 R2年度 R3年度 R4年度

当初取崩し 199 180 156 142 141 173

最終取崩し 33 22 11 46 0

年度末残高 239 222 214 173 383
※R４年度の当初取崩しは、６月補正後（当初１００億円、６月補正７３億円）

◎県債の状況 （単位：億円）

区分 R2年度 R3年度 R4年度

年度末残高 12,450 12,568 12,639
臨時財政対策債 4,350 4,272 3,899
臨時財政対策債除く 8,100 8,296 8,740
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 結婚・妊娠・出産・子育てに関する環境整備と情報発信の強化

 働きやすい環境づくりの促進

① 「合計特殊出生率２」を目指す出産・子育て支援の展開

 ICT等を活用したこれからの時代に必要な学びの提供と
キャリア教育の推進

 学校における相談体制の強化

③ たくましく生き抜く力を育む教育の推進

 地域全体で子どもの学びや成長を支える仕組み
の構築

 ICTを活用した医療の充実

 介護職員の処遇改善支援

 医療的ｹｱ児支援ｾﾝﾀｰ（仮称）の設置

 看護人材の育成・確保

 造血幹細胞移植に伴う予防接種の
再接種への支援制度創設

 健康づくりの推進

② 県民に寄り添った医療・福祉・介護サービスの充実

 県民の生命・財産を守る防災・減災対策の強化

④ 防災・減災と国土強靭化への対策

全世代の暮らしを安全・安心で豊かにする施策
〇 本県の未来を担う子供たちが希望を持って健やかに成長し、県民の全世代・全地域の皆様に
「ふるさと長崎県」で安全・安心で豊かな暮らしを続けていただくことのできる環境づくりを推進

全世代の暮らしを安全・安心で豊かにする施策
〇 本県の未来を担う子供たちが希望を持って健やかに成長し、県民の全世代・全地域の皆様に
「ふるさと長崎県」で安全・安心で豊かな暮らしを続けていただくことのできる環境づくりを推進

１



[１](拡) 長崎県婚活サポートセンターの体制強化 5百万円

○専門的知見を有する婚活ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰを配置するとともに、体系的な婚活サポーター向け研修

やスタッフ増員によるアウトリーチ型のサポートを新たに実施

[２](拡) 保育士等の働き方改革推進をサポート 2百万円

○保育士等の離職防止を図るため、社会保険労務士等のアドバイザーを派遣し、ICT活用による業務効率化

や多様な働き方の導入など、具体的な改善案の提示を通じた職場環境の見直し等を推進

[３](新) 子育て世帯等への住まいの供給促進 1億19百万円

○長崎の気候、風土に即した低コスト・高品質の長崎型住宅のブランド化を支援するとともに、子育て世帯や

移住者、若者向けに県空き公舎をリノベーションし賃貸住宅として提供する仕組みを新たに構築

（令和４年度は先行的に県空き公舎２棟（長崎・佐世保）で実施）

[４](新) 安心して子育てできる住環境の整備 30百万円
○安心して子どもを産み育てることができる住環境の整備のため、これまでの多子世帯及び３世代同居・近居

に加え、新たに職住近接、育住近接となる中古住宅の取得等を支援

〔対 象〕 多子世帯、自宅を職場・保育所等に近接させるひとり親世帯又は共働き世帯

〔補助上限〕 20万円 （申請者が子育て応援団体に所属する場合は22万円）

結婚・妊娠・出産・子育てに関する環境整備と情報発信の強化（1/2）

１ 全世代の暮らしを安全・安心で豊かにする施策

*

「合計特殊出生率２」を目指す出産・子育て支援の展開「合計特殊出生率２」を目指す出産・子育て支援の展開

こども未来課

7

【ながさきで家族になろう事業費】

１１ *：県独自施策

* 住宅課

【住まいの変「長崎よかにゃんHOUSE」整備推進事業費】

* 住宅課

【親子でスマイル住宅支援事業費】

* こども未来課

【保育士人材確保等事業費】

(新)：新規
(拡)：拡充



１ 全世代の暮らしを安全・安心で豊かにする施策
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[５](拡) 県内大学生等への結婚・子育て等に関する情報発信の強化 2百万円

○県内大学生等に対して、就職情報と併せて結婚・子育てなどライフデザインに関する情報を発信

[６](拡) 移住者向け子育て情報等の発信強化 4百万円

○県内の子育て支援制度や子育て環境に関する情報等について、HP（移住ナビ）への掲載及びSNSを活用し

たプッシュ型の情報発信を実施

結婚・出産・子育てに関する環境整備と情報発信の強化（2/2）

*こども未来課

*地域づくり推進課
【未来を照らす「ながさき結婚・

子育て」推進事業費】

【ながさきUIターン魅力発信事業費の一部】

[１](新) 自営型テレワークの普及促進 12百万円

○子育てや介護等で時間や場所に制約がある方の新しい働き方として、自営型テレワーカーの養成講座や

企業向け活用セミナーの実施により自営型テレワークの普及を促進

[２](拡) 女性ロールモデル等の情報発信 3百万円

○女性に魅力的な職場環境づくりの促進及び地元に働きやすい職場環境があることを周知するため、県内で

活躍する女性ロールモデル等の情報を発信するとともに、情報産業分野に係るセミナーを新たに実施

[３](新) 男性の家事や子育てへの参画促進 3百万円

○企業向け育休取得促進セミナー等の実施や育休取得経験のあるロールモデルを活用

した広報啓発等により、男性の家事・子育てへの参画を促進

働きやすい環境づくりの促進

*雇用労働政策課

*男女参画・女性活躍推進室

【自営型テレワーク促進事業費】

【女性が活躍できる環境づくり事業費】

【男性の家事・子育てへの参画促進事業費】

男女参画・女性活躍推進室*



１ 全世代の暮らしを安全・安心で豊かにする施策
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[１](新) 医療的ケア児支援センター（仮称）の設置 8百万円

○医療的ケア児及びその家族等からの各種相談に対応する 「医療的ケア児支援センター（仮称）」を設置

医療的ケア児支援センター（仮称）の設置

障害福祉課

【医療的ケア児支援センター運営事業費】

県民に寄り添った医療・福祉・介護サービスの充実県民に寄り添った医療・福祉・介護サービスの充実２２

[１](新) ICTを活用した離島における高度専門診療体制の整備 2億97百万円

○県内離島の基幹病院においてローカル５Gネットワークを構築し、専門医の遠隔サポートを活用した高度

専門医療の体制整備を支援

[２](新) 医療ICTによるオンライン診療等の推進 8百万円

○離島やへき地における受診機会の提供や、通院・待ち時間の短縮、在宅医療の質の向上を図るため、医療

ICTによるｵﾝﾗｲﾝ診療等の遠隔医療の効果的な活用に向けた実証を実施

ＩＣＴを活用した医療の充実
医療人材
対策室

【遠隔専門診療支援推進事業費】

医療政策課

【地域医療充実のための医療
ICT活用促進事業費】

*

*

[１](拡) 造血幹細胞移植に伴う予防接種の再接種への支援制度創設 1百万円

○骨髄移植等の造血幹細胞移植により、移植前に接種した予防接種ワクチンの免疫が低下又は消失した

場合の再接種に係る費用について、市町との連携により支援制度を創設

〔対象となる予防接種〕 麻疹・風しん、日本脳炎、子宮頸がん等 〔助成額〕 市町が助成した額の1/2（県1/2、市町1/2）

造血幹細胞移植に伴う予防接種の再接種への支援制度創設

*感染症対策室

【予防接種対策事業費】



１ 全世代の暮らしを安全・安心で豊かにする施策
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[１](新) 県民の健康寿命の延伸 37百万円

○県民の健康寿命の延伸を図るため、ポイント獲得によるインセンティブを付与した

「健康づくりアプリ」を新たに導入し、楽しく健康づくりを続けるための取組を実施

健康づくりの推進

*

【長崎健康革命プロジェクト事業費】

国保・健康増進課

[１](新) 特定看護師の確保等支援 2百万円

○特定行為（21区分38行為）に従事可能な看護師の計画的な確保等を図るため、特定行為研修の受講促進

や研修修了者の効果的活用等の取組を支援

[２](新) 看護師等養成課程の変更を支援 3百万円

○准看護師課程から看護師３年課程への変更を行う看護師等養成所の取組を支援

看護人材の育成・確保

*
【特定行為研修推進補助事業費】

【看護師等養成所課程変更支援事業費】

医療人材対策室

* 医療人材対策室

[１](拡) 軽費老人ホーム職員の処遇改善を支援 4百万円

○軽費老人ホームに勤務する職員に対する処遇改善を新たに支援（１名あたり9,000円/月）

〔対象経費〕 月額 9,000円（3%）程度の賃金引上げに必要な費用（令和4年4月～令和5年3月分）

介護職員の処遇改善支援

* 長寿社会課

【軽費老人ホーム事務費補助金】



[１](新) ICTを活用した子どもの学習環境の改善 4百万円

○離島部と本土部の実践モデル校を指定し、ICT等を活用した学校外での自主的な学習の充実を図ることに

より、子どもたちの「学びに向かう力」を育成

[２](拡) １人１台端末を活用した英語発信力の強化 11百万円

○高等学校において英語によるコミュニケーション能力の土台構築を図るため、オンライン教材等の活用によ

る実践研究を行うとともに、留学生や留学経験者等との交流の場を提供

[３](新) 専門高校における最先端の学びの実現 3百万円

○本県の産業人材を育成するため、県内先端企業への派遣及び派遣先企業からの遠隔授業の実施を通して

教員のスキルアップを図るとともに、農業・工業・商業による共同学習等を実施

[４](拡) 特別支援学校におけるキャリア教育の推進 2百万円

○特別支援学校における企業向け学校見学会を実施するとともに、企業見学及び企業向けフォーラムの開催

により、就労先の拡大と就労率の向上を推進

ICT等を活用したこれからの時代に必要な学びの提供とキャリア教育の推進

１ 全世代の暮らしを安全・安心で豊かにする施策

* 高校教育課
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【長崎県「学びの活性化」プロジェクト費】

【これからの社会を生き抜く力を持った
グローバル人材育成事業費】

【新しい時代のキャリア教育推進事業費】

たくましく生き抜く力を育む教育の推進たくましく生き抜く力を育む教育の推進３３

*義務教育課

【長崎の未来を創るワクワク
産業教育実践事業費】

*高校教育課

*特別支援教育課

[１](新)「地域学校協働活動」の推進 11百万円

○各市町における幅広い地域住民や団体等が参画する「地域学校協働本部」の整備を支援し、学校や地域の

教育力の向上及び持続可能な地域づくりを推進

地域全体で子どもの学びや成長を支える仕組みの構築

* 生涯学習課

【持続可能な地域づくりを進める地域学校協働活動推進事業費】



１ 全世代の暮らしを安全・安心で豊かにする施策
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[１](拡) 学校における相談体制の強化 2百万円

○ｽｸｰﾙｶｳﾝｾﾗｰ、ｽｸｰﾙｿｰｼｬﾙﾜｰｶｰの資質向上及び教職員との連携強化により学校における教育相談体制

の一層の充実を図るため、外部講師を招聘し、より専門的な研修等を実施

学校における相談体制の強化

*
【スクールカウンセラー活用事業費】

児童生徒支援課

【スクールソーシャルワーカー活用事業費】

防災・減災と国土強靭化への対策防災・減災と国土強靭化への対策４４

[１] 緊急自然災害防止対策事業、緊急浚渫推進事業の推進 47億88百万円

○近年の自然災害の頻発化・激甚化を踏まえ、「緊急自然災害防止対策事業」及び「緊急浚渫推進事業」を

最大限活用し、災害の発生予防と拡大を防止する防災・減災に資する県単独事業を積極的に推進

県民の生命・財産を守る防災・減災対策の強化

◆予算額の推移 （単位：百万円）

R1年度
当初

R2年度
当初

R3年度
当初

R4年度
6月補正後

緊急自然災害防止対策事業 3,343 4,603 6,806 7,348

緊急浚渫推進事業 － 539 1,404 1,955

合　計 3,343 5,142 8,210 9,303

発生予防・拡大防止

道路維持課・港湾課・河川課・砂防課
漁港漁場課・農村整備課・森林整備室
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 資金調達の支援と起業の機運醸成

① スタートアップ企業の集積促進

 新たな産業構造への転換に向けた施策展開

② 県民の所得向上を目指した「強い産業」の育成

 ＩＣＴを活用したスマート農林水産業の推進

 農水産物の輸出促進

③ 基幹産業である農林水産業の活性化

 民間人材の登用等によるデジタル改革の推進

 デジタル化による県民の利便性向上

④ デジタル化やDXの推進

 産業分野におけるＤＸ促進

 社会環境や市場ニーズへの対応促進

 新規就農者の確保・定着のさらなる促進

チャレンジし成長し続ける施策
〇 コロナ禍の変革期にある社会において、勇気を持って時代を切り開こうとする新たなチャレンジを
しっかりと後押しし、長崎ならではの先進的取組が県内外の人々を呼び込む好循環を創出

チャレンジし成長し続ける施策
〇 コロナ禍の変革期にある社会において、勇気を持って時代を切り開こうとする新たなチャレンジを
しっかりと後押しし、長崎ならではの先進的取組が県内外の人々を呼び込む好循環を創出

２

 半導体・医療関連分野の企業誘致促進



[１](新)「ミライ企業Nagasaki」の創出促進 12百万円

○スタートアップのさらなる創出を図るため、投資家と県内のスタートアップ等とのマッチングイベントを開催し、

スタートアップの資金調達を支援するとともに、県内における起業の機運を醸成

〔主な内容〕 起業家と投資家のマッチングイベント開催（①スタートアップ部門（仮称） ②チャレンジ部門（仮称））

・チャレンジ部門（仮称）参加者のうち、優れたアイデアやビジネスプランに対し事業化に必要な経費を支援

［補助額］ 定額（上限100万円）

資金調達の支援と起業の機運醸成

２ チャレンジし成長し続ける施策

*新産業創造課
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【ミライ企業Nagasaki推進事業費】

スタートアップ企業の集積促進スタートアップ企業の集積促進１１

県民の所得向上を目指した「強い産業」の育成県民の所得向上を目指した「強い産業」の育成２２

[１](新)脱炭素社会を見据えた製造業のグリーン化促進 1億54百万円

○急速な脱炭素化の進展に対応するため、将来を見据えた新たな技術の獲得及びサプライチェーンの強化を

図るとともに、脱炭素経営を提案できるグリーン対応型のﾛﾎﾞｯﾄｼｽﾃﾑｲﾝﾃｸﾞﾚｰﾀｰの育成を促進

〔対象分野〕 半導体、ロボット（産業機械）、造船・プラント、医療、航空機

[２](拡)海洋エネルギー関連産業の受注獲得や新規参入等の推進 63百万円

〇脱炭素社会の実現に向けて急成長が見込まれる洋上風力産業について、受注獲得の支援を行うとともに、

県内企業の新規参入に向けた設備投資等を促進

新たな産業構造への転換に向けた施策展開（1/2）

*

【海洋エネルギー関連産業創出促進事業費】

【グリーン対応型企業成長促進事業費】

新産業創造課*

企業振興課



２ チャレンジし成長し続ける施策

15

[３](拡) 航空機関連サプライチェーンの強化 16百万円

○今後の航空機需要回復を見据え、県内企業グループによる一貫生産とさらなる受注獲得に向けたシステム

（生産設備稼働状況管理システム）を整備し、航空機関連サプライチェーンを強化

[４](拡) サービス産業における生産性向上等への支援 41百万円

○サービス産業におけるDX等を活用した県外需要の獲得や新サービスの創出、生産性の向上等を図るため、

企業の計画策定等への伴走支援を実施

新たな産業構造への転換に向けた施策展開（2/2）

*

*

【サービス産業経営体質強化事業費】

経営支援課

【長崎県航空機クラスター強化推進事業費】

企業振興課

[１](新)半導体・医療関連企業の誘致可能性調査を支援 10百万円

○国内投資が活発化している半導体や医療関連分野等の企業誘致に向けて、市町が実施する活用可能な

水源確保のための調査を支援

〔補助対象〕 市町 〔補助率〕 １／２

半導体・医療関連分野の企業誘致促進

* 企業振興課

【半導体・医療関連企業誘致可能性調査事業費】



ＩＣＴを活用したスマート農林水産業の推進

２ チャレンジし成長し続ける施策
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基幹産業である農林水産業の活性化基幹産業である農林水産業の活性化３３

[１](新) スマート技術を活用した沖合養殖への進出支援 59百万円

○養殖魚等の安定生産・生産増大や経営安定を図るため、新たに養殖の沖合進出及びAI・IoT機器導入等の

先進的な養殖生産体制構築を支援

[２](新) スマート農業による生産性向上等の推進 1億90百万円

○施設園芸や畜産農家等にスマート機器を設置し、各種データを収集・解析するとともに、実証された効果の

県内全域への普及を促進

[３](新) ICTを活用した鳥獣害対策の強化 10百万円

○イノシシ等による農作物被害対策の強化のため、スマートフォンアプリを活用し、捕獲情報等の一元管理・

見える化により迅速な対策が可能となるシステムを構築

や防護柵の整備状況等を一元管理し、電子マップ上で見える化した捕獲情報システムを実装

* 畜産課

【長崎の特性に応じた養殖モデル実証事業費】

*

農山村振興課

農産園芸課

*

水産加工流通課

【デジタル鳥獣対策サポート推進事業費】

【デジタル園芸サポート推進事業費】 【デジタル畜産サポート推進事業費】

[１](新) 養殖産地の市場ニーズに応じた取組を支援 33百万円

○国内外の市場需要に応じた計画的な生産や取引拡大を図るため、マーケットインの発想に基づく養殖産地

における機器整備等を支援

[２](新) 人や環境に優しいグリーン農業への転換を推進 29百万円

○九州・長崎IRへの地元農畜産物の供給等を見据え、環境負荷低減などグリーン農業への転換に向けた

計画策定や栽培技術の開発等を推進

社会環境や市場ニーズへの対応促進

*
【ながさき型マーケット・イン養殖産地育成事業費】

*水産加工流通課

【グリーン農業産地化チャレンジ事業費】

農政課



２ チャレンジし成長し続ける施策
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[１](拡) 新規就農者の機械・設備等の初期投資を支援 2億 65百万円

○新規就農者の早期の経営確立に向けた機械・設備等の初期導入及び就農後の定着に向けた地域における

研修を支援

① 機械・施設等の導入 〔補助率〕 国１／２、県１／４ ② 研修農場の整備支援 〔補助率〕 国１／２

[２](新) 新規就農者向け中古ハウス等リース事業への支援 8百万円

○新規就農者の初期投資の負担軽減のためにJAが行う中古農業用ハウス等のリース事業を支援

[３](新) 新規就農者の導入牛預託受入れ施設整備等への支援 20百万円

○肉用牛繁殖経営の新規就農者の確保・定着を図るため、導入牛の預託受入れ施設整備への支援を行うと

ともに、ICTを活用した生産性向上やコスト縮減等の取組を支援

新規就農者の確保・定着のさらなる促進

【新規就農者リユースハウス活用支援事業費】

*農業経営課

【次代につなげる肉用牛生産チャレンジ支援事業費】

* 畜産課

農業経営課

【農業次世代人材投資事業費】

[１](新) 水産物の海外販路拡大の促進 41百万円

○中国現地ﾊﾟｰﾄﾅｰと連携し、見本市への出展等を通じて中国広域を対象に販路拡大を図るとともに、生産者

等による新たな海外販路開拓に対する支援や多言語対応販促ﾂｰﾙの開発等海外への情報発信を強化

[２](拡) 農産物の海外販路拡大の促進 7百万円

○農産物の輸出障壁が低いシンガポール・マレーシアの輸出ルート開拓や、新規ターゲット国への輸出

可能性調査を行うとともに、輸出に取り組む事業者に対する相談窓口を開設

農水産物の輸出促進

【ながさき農産物輸出促進事業費】

* 水産加工流通課

* 農産加工流通課
【長崎産水産物海外販路開拓事業費】



[１](拡) デジタル戦略補佐監・デジタルコーディネーターの配置 15百万円

○デジタル関連施策の充実や県民サービスの向上、庁内業務の効率化を図るため、民間人材の登用により

本県のデジタル化・DX化を加速

（主な内容） デジタル戦略補佐監（３名）：デジタル社会の最前線で活躍する人材を登用し、施策のデジタル化を推進

デジタルコーディネーター（６名）：専門的知見により各部局の施策への提案及び技術支援

[２](拡) スマート県庁の推進 13百万円

○業務効率化や県民サービスの向上のため、先進技術の活用により県庁内のノンコア業務（職員でなくとも

できる判断不要な業務）の省力化が可能となるシステムを導入

民間人材の登用等によるデジタル改革の推進

２ チャレンジし成長し続ける施策

*

デジタル化やDXの推進デジタル化やDXの推進

スマート県庁推進課
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【ながさきSociety5.0推進費】

４４

*デジタル戦略課

【スマート県庁プロジェクト費】

[１](拡) 県内中小企業のDX促進 53百万円

○県内の専門家や金融機関などで構成したDX推進チームによる相談対応や、意欲ある企業等を対象に計画

策定等の支援を実施するとともに、ﾃﾞｼﾞﾀﾙ活用が進んでいない企業を対象としたﾌﾟｯｼｭ型の推進活動を支援

産業分野におけるDX促進

【県内中小企業DX促進事業費】

* 新産業創造課



２ チャレンジし成長し続ける施策
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[１](新) 県立図書館のデジタル化 38百万円

○県立図書館のサービスを来館しなくても利用できるよう、電子図書館システムを導入するとともに、併せて

郷土資料のデジタル化及びアーカイブを構築

[２](新) 建築地図情報のデジタル化 5百万円

○建築基準法上の指定道路や指定区域等の地図情報のデジタル化（GIS化）・オープン化を図り、行政サービ

スの向上・拡大と業務効率化を実現

デジタル化による県民の利便性向上

*

【ながさきデジタルライブラリー事業費】

* 生涯学習課

【建築地図情報デジタル化事業費】

建築課



① 車座集会による県民との対話

② 知事のトップセールスやリーダーシップの発揮

 若者の県内定着促進に繋がる取組を強化  ＵＩターン施策のさらなる推進

④ 若者の県内定着促進とＵＩターン施策の強化

⑤ だれもが活躍できるダイバーシティ社会の実現

 長崎県の魅力発信と国内外からの観光客の誘致促進
 令和５年度の世界遺産登録５周年等を見据えた機運醸成

 県産品の消費拡大

⑥ 長崎県の魅力発信による観光客の誘致促進・県産品の消費拡大

 スポーツを通じた地域のにぎわい創出

⑦ スポーツを通じたにぎわいづくり

 地域の文化芸術活動への支援と国民文化祭等に向けた準備の推進

⑧ 地域文化への積極的な支援と国民文化祭への意識醸成

 新たな視点による関係人口の創出や地域ｺﾐｭﾆﾃｨの活性化 農山村地域の活性化  しまと本土を結ぶ交通ﾈｯﾄﾜｰｸの確保

③ しまと本土の資源を活かした地域活性化

 持続可能な社会の実現に向けた取組

⑨ 脱炭素社会の実現
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選ばれる長崎県を県民と一緒につくる施策
〇 観光・文化・スポーツの振興や多文化共生等による地域活性化を促進することで、「にぎわい」を
創出し、国内外の注目を集め、選ばれる長崎県づくりを推進

選ばれる長崎県を県民と一緒につくる施策
〇 観光・文化・スポーツの振興や多文化共生等による地域活性化を促進することで、「にぎわい」を
創出し、国内外の注目を集め、選ばれる長崎県づくりを推進

３



３ 選ばれる長崎県を県民と一緒につくる施策
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車座集会による県民との対話車座集会による県民との対話１１

[１](拡)県民車座集会「こんな長崎どがんです会」の設置 1百万円

○本県の現状・課題を把握し今後の県政運営や諸課題の解決へ繋げるため、知事と県民が直接対話する

場を設置・開催

〔主な内容〕 テーマや地域ごとに県民との意見交換を実施

知事と県民等が直接意見を交換する機会の創出

【企画開発推進事業費（「こんな長崎どがんです会」開催経費）】

政策企画課

知事のトップセールスやリーダーシップの発揮知事のトップセールスやリーダーシップの発揮２２

[１](拡) 関西圏における観光ＰＲ 7百万円

○関西圏におけるイベントやセールスを行うとともに、各種イベントや日本橋長崎館等において活用可能な

観光PR動画等を制作

[２](新) 観光まちづくりの取組や地域の魅力を県内外へ発信 3百万円

○観光まちづくりに係る取組や地域の魅力について、知事のコメント等を交えたPRを実施

観光ＰＲに係る知事のトップセールスを実施

【みんなで磨く！観光まちづくり推進事業費の一部】

* 観光振興課

* 観光振興課

【戦略的情報発信推進事業費の一部】

*
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[１](拡)県産品の海外ＰＲ推進 6百万円

○台湾・香港の百貨店や中国の飲食店等で県産品フェアを開催するとともに、福建省友好県省締結40周年

記念事業と併せた商談会等を実施

[２](新) 水産物の海外販路拡大を促進 41百万円（再掲）

○中国現地ﾊﾟｰﾄﾅｰと連携し、見本市への出展等を通じて中国広域を対象に販路拡大を図るとともに、生産者

等による新たな海外販路開拓に対する支援や多言語対応販促ﾂｰﾙの開発等海外への情報発信を強化

[３](拡) 農産物の海外販路拡大を促進 7百万円（再掲）

○農産物の輸出障壁が低いシンガポール・マレーシアの輸出ルート開拓や、新規ターゲット国への輸出

可能性調査を行うとともに、輸出に取り組む事業者に対する相談窓口を開設

県産品や農水産物に係る国内外に向けた知事のトップセールスを実施

*

【ながさき農産物輸出促進事業費】

【長崎県産品海外PR推進事業費】

物産ブランド推進課

* 水産加工流通課

* 農産加工流通課

【長崎産水産物海外販路開拓事業費】

３ 選ばれる長崎県を県民と一緒につくる施策



[１](拡) オンラインコミュニティを活用した関係人口創出 23百万円

○民間団体との連携により長崎に興味・関心がある方や地域住民等が参加するオンラインコミュニティを形成

し、関係人口の創出を図るとともに、都市部からのリモートワークやワーケーション等の県内受入を促進

[２](拡) 地域人材のネットワークによる地域ｺﾐｭﾆﾃｨの活性化 17百万円

○地域コミュニティの維持・活性化のため、まちづくりを担う市町の取組等を支援するとともに、地域人材のネッ

トワークづくりや情報発信等により、活性化に向けた新たな活動を促進

新たな視点による関係人口の創出や地域コミュニティの活性化

３ 選ばれる長崎県を県民と一緒につくる施策

しまと本土の資源を活かした地域活性化しまと本土の資源を活かした地域活性化
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【地域と関わる関係人口創出事業費】

【地域コミュニティ活力向上促進事業費】

３３

*地域づくり推進課

*地域づくり推進課

[１](新) 農産物直売所の強化と農泊の推進 9百万円

○地域の活性化を図るため、農産物直売所における人材育成や生産体制の強化を行うとともに、農泊の

受入体制整備や国内外からの誘致促進等を実施

農山村地域の活性化

* 農山村振興課

【稼ぐ農山村チャレンジ支援事業費】

[１] ORCの機材更新に対する支援 1億84百万円

○離島住民の生活に必要不可欠な離島航空路線の安定的確保を図るため、ORCの機材更新を支援

〔負担割合〕 国45％、県45％、ORC10％

しまと本土を結ぶ交通ネットワークの確保

* 交通政策課

【離島航空路線確保対策事業費】



[１](拡) 工業高校生と県内企業のマッチング強化 6百万円

○就職する生徒が多い工業高校生と人材ニーズが高い県内製造業・建設業との広域合同企業説明会を開催

[２](拡) 県立大学における県内就職促進 5百万円

○県立大学に県内就職支援員を新たに配置し、企業への働きかけ等を通じた採用枠の開拓や学生と企業の

接点を強化することにより県内就職を促進

[３](拡) 学生が運営する就職支援団体との連携促進 2百万円

○県内の学生が運営する就職支援団体と連携した企業との交流イベントや情報発信の実施により、学生目線

に立った県内就職推進策を実施

[４](拡) 県外大学からのUターン就職の推進 3百万円

○本県出身者が多く、Uターン対策への協力を得られる大学と連携協定を締結し、卒業生の就職企業を中心

とした企業と学生の交流会の開催やインターンシップ受入ルートの開拓を推進

若者の県内定着促進に繋がる取組を強化（１/２）

*

若者の県内定着促進とＵＩターン施策の強化若者の県内定着促進とＵＩターン施策の強化
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【高校生の県内就職促進事業費】

４４

若者定着課

３ 選ばれる長崎県を県民と一緒につくる施策

*
【学生と企業の交流強化事業費】

若者定着課

* 若者定着課

【県外進学者Uターン就職促進事業費】

【運営費交付金】

学事振興課*



[１](拡) ＵＩターンの情報発信等の強化 19百万円

○潜在的な移住予備軍である本県出身者等をターゲットとして、SNS等を活用した効果的な情報発信を行う

ことで、さらなるUIターンを促進

〔主な内容〕 WEB広告・SNS等による情報発信やUターン促進キャンペーン実施、子育て世代向け情報発信の強化

[２](拡) 地域における事業拡大の取組を支援 1億1百万円

○ＵＩターン者等の移住・創業等の促進を図るため、従業員を新たに雇用し、県内で地場産業の事業拡大に

取り組む事業者を支援

〔負担割合〕 国1/3、県1/6、市町1/6、事業者1/3 〔上限額〕 400万円 〔補助率〕 ２／３

〔主なスキーム変更〕 補助対象者として従業員数30人未満の中小企業者に加え、NPO、農事組合等を追加

ＵＩターン施策のさらなる推進
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【移住・創業・地域貢献支援事業費】

地域づくり推進課

３ 選ばれる長崎県を県民と一緒につくる施策

*

[５](新) 建設業の担い手確保に向けた取組の推進 7百万円

○Nなびへの建設業の特集ページ掲載と併せて、WEB広告等を活用した誘導対策等を講じるとともに、働き

やすい職場への転換等に向けた経営者向けセミナー等を実施

若者の県内定着促進に繋がる取組を強化（２/２）

地域づくり推進課*

【ながさきUIターン魅力発信事業費】（一部再掲）

*建設企画課

【建設業における担い手確保加速化事業費】



[１](拡) 地域における日本語教室の取組促進 5百万円

○長崎県国際交流協会への日本語教育等の知見を有する専門員の配置や教育ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱの育成により、

地域の日本語教室の取組を促進するとともに、多文化共生に関するセミナー・研修会を開催

[２](拡)農業分野における女性リーダーを育成 1百万円

○女性農業者が地域農業の取組等への方針決定に参画する場の拡大や環境づくりを進める

ため、「農業女性リーダー」の育成を推進

[３](新) 建設業の担い手確保に向けた取組の推進 7百万円（再掲）

○Nなびへの建設業の特集ページを掲載と併せて、WEB広告等を活用した誘導対策等を講じるとともに、

働きやすい職場への転換等に向けた経営者向けセミナー等を実施

[４](拡) 女性ロールモデル等の情報発信 3百万円（再掲）

○女性に魅力的な職場環境づくりの促進及び地元に働きやすい職場環境があることを周知するため、県内で

活躍する女性ロールモデル等の情報を発信するとともに、情報産業分野に係るセミナーを新たに実施

[５](新) 男性の家事や子育てへの参画促進 3百万円（再掲）

○企業向け育休取得促進セミナー等の実施や育休取得経験のあるロールモデルを活用した広報啓発等に

より、男性の家事・子育てへの参画を促進

ダイバーシティ社会の実現に向けた取組促進

*

だれもが活躍できるダイバーシティ社会の実現だれもが活躍できるダイバーシティ社会の実現
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【多文化共生推進事業費】

５５

国際課

３ 選ばれる長崎県を県民と一緒につくる施策

* 農政課

【女性が活躍できる環境づくり事業費】

【男性の家事・子育てへの参画促進事業費】

男女参画・女性活躍推進室

*

*

【次世代農業女子発見・育成事業費】

男女参画・女性活躍推進室

建設企画課

【建設業における担い手確保加速化事業費】

*



[１](新) 地域住民を主体とした観光まちづくりの取組を支援 64百万円

○地域住民を主体とした移住、定住の拡大にもつながるような観光まちづくりの取組を企画立案の段階から

民間視点も取り入れながら支援

[２] しま旅滞在促進対策 3億12百万円

○国境離島交付金を活用し、離島地域における観光客回復及び域内での消費を喚起

〔主な内容〕 旅行商品等割引、5,000円/人泊（最大３泊）のクーポン発行（宿泊、飲食、交通）＜約2.8万人泊分＞

[３](拡) WEBメディア等を活用した効果的な情報発信の実施 10百万円

○観光客の誘客促進を図るため、WEBマガジンの活用やSNSプロモーショングループとﾀｲｱｯﾌﾟした効果的な

情報発信を実施

[４](拡) 富裕層等をターゲットとした海外への情報発信等の強化 57百万円

○インバウンドの受入再開を見据え、各国ﾒﾃﾞｨｱ等と連携したﾌﾟﾛﾓｰｼｮﾝやﾃﾞｼﾞﾀﾙﾏｰｹﾃｨﾝｸﾞに加えて、環境

変化を踏まえた富裕層・中間層をターゲットとする情報発信等を新たに実施

[５](新)ｲﾝﾊﾞｳﾝﾄﾞ向け滞在型コンテンツの磨き上げ等を支援 13百万円

○旅の価値観の変化や個人旅行化の進展を見据え、ｲﾝﾊﾞｳﾝﾄﾞ向け観光ｺﾝﾃﾝﾂのｶｽﾀﾏｲｽﾞ及び公共交通機関

やレンタカーを活用した周遊促進対策を新たに実施

長崎県の魅力発信と国内外からの観光客の誘致促進

*

長崎県の魅力発信による観光客の誘致促進・県産品の消費拡大長崎県の魅力発信による観光客の誘致促進・県産品の消費拡大
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【みんなで磨く！観光まちづくり推進事業費の一部】

６６

観光振興課

３ 選ばれる長崎県を県民と一緒につくる施策

【しま旅滞在促進事業費】

国際観光振興室

観光振興課

*

*

*

観光振興課

【戦略的情報発信推進事業費の一部】

【インバウンド向け戦略的プロモーション強化事業費】

国際観光振興室

【ディスカバーNAGASAKI・周遊促進事業費】



[１](新) 長崎の「食」の魅力発信強化 30百万円

○県産食材のブランド化を推進するため、本県食材の「食」の魅力づくりに取り組むとともに、デジタルマーケ

ティングを取り入れた情報発信等を実施

[２](拡)県産品の海外ＰＲ推進 6百万円（再掲）

○台湾・香港の百貨店や中国の飲食店等で県産品フェアを開催するとともに、福建省友好県省締結40周年

記念事業と併せた商談会等を実施

県産品の消費拡大

28

３ 選ばれる長崎県を県民と一緒につくる施策

*

*
【長崎県産品海外PR推進事業費】

物産ブランド推進課

物産ブランド推進課

【長崎の「食」の魅力発信事業費】

[１](新)「世界遺産巡礼の道」等を活用した連携促進 4百万円

○令和５年度の世界遺産登録５周年等を見据え、構成資産地域が一体となって連携できる取組や人材育成

等による機運醸成の取組を推進

令和５年度の世界遺産登録５周年等を見据えた機運醸成

* 文化振興・世界遺産課

【世界遺産を未来につなぐプロジェクト事業費】



[１](拡) 長崎スタジアムシティプロジェクトへの支援 1億6百万円

○賑わいの空間の創出や良好な市街地環境の形成を図るため、国の優良建築物等整備事業を活用し、

㈱ジャパネットホールディングスが実施する長崎スタジアムシティプロジェクトに対する支援を実施

〔負担割合〕 ◆国1/3、県2/15、市3/15、民間1/3 〔事業期間〕 R4～R6

〔補助対象〕 ◆地盤整備

◆オフィス・商業棟（北棟・南棟）の共同施設整備費

◆立体駐車場の整備 など

[２](新) プロスポーツを通じた地域のにぎわいづくり 2百万円

○県民の郷土愛を育むなどプロスポーツが地域にもたらす効果を最大化するため、離島を含む県内複数地域

でのプロスポーツのパブリックビューイング実施やアウェイ客向けの周遊ツアーを実施

スポーツを通じた地域のにぎわい創出

* スポーツ振興課
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【市街地再開発費（幸町地区優良建築物等整備事業）】

スポーツを通じたにぎわいづくりスポーツを通じたにぎわいづくり７７

* 住宅課

３ 選ばれる長崎県を県民と一緒につくる施策

【㈱ジャパネットＨＤ提供資料より】

【プロスポーツでふるさと元気アップ事業費】



[１](新)地域の文化芸術活動への支援 33百万円

○伝統文化、音楽、ダンス等の各市町が行う文化芸術イベントへの支援を行うとともに、若者の地域の文化

芸術活動への参画を促進する取組等を支援し、若者定着の促進や関係人口を創出

[２](新)「国民文化祭」の開催に向けた取組 1億9百万円

○令和７年度に開催予定の「第40回国民文化祭」に向けた準備等を実施

〔主な内容〕 国民文化祭に向けた準備経費及び文化基金への積立

[３](拡)「全国障害者芸術・文化祭」の開催に向けた取組 3百万円

○「全国障害者芸術・文化祭」の開催に向けて、障害者による芸術文化活動の裾野拡大や既存活動の磨き

上げ等を図るため、長崎県障害者芸術文化活動支援センターの機能を強化

地域の文化芸術活動への支援と国民文化祭等に向けた準備の推進

地域文化への積極的な支援と国民文化祭への意識醸成地域文化への積極的な支援と国民文化祭への意識醸成

文化振興・世界遺産課
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【みんなで創る！ながさき国際文化芸術プロジェクト事業費】

８８

*

３ 選ばれる長崎県を県民と一緒につくる施策

【国民文化祭推進事業費】

文化振興・世界遺産課*

* 障害福祉課

【障害者芸術文化活動普及支援事業費】
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脱炭素社会の実現脱炭素社会の実現９９

３ 選ばれる長崎県を県民と一緒につくる施策

[１](拡) 県有施設の脱炭素化等の推進 30百万円

○脱炭素・資源循環型の持続可能な社会の実現に向け、県有施設への太陽光発電の導入や自動車の電動

化等を推進

〔主な内容〕 ◆県有施設への太陽光発電設備の導入可能性調査 ◆県有施設の省ｴﾈ診断

◆ZEH（※）ﾌﾟﾗﾝﾅｰ等の育成研修、中小企業向け省ｴﾈｾﾐﾅｰ ◆電気自動車等の導入促進ｷｬﾝﾍﾟｰﾝ
(※）大幅な省エネルギーと再生可能エネルギーの導入により、住まいのエネルギー収支が概ねゼロになる住宅

持続可能な社会の実現に向けた取組

【再生可能エネルギー・電気自動車等導入促進事業費】

* 地域環境課

その他の取組その他の取組1010

[１](拡)県庁舎跡地における賑わい・交流の場の創出 86百万円

○県庁舎跡地における歴史を活かした賑わい・交流の場の創出に向け、活用策の検討や賑わいづくり等を

推進するため、県庁舎跡地整備基本構想の具体化を図るとともに、跡地の先行整備による暫定供用を開始

〔R4当初予算〕 跡地整備基本構想に基づく具体化、情報発信など

〔6月補正予算〕 跡地の先行整備（暫定供用）、跡地での各種イベント実施

や利用状況等の調査検証など

県庁舎跡地の歴史を活かした賑わい・交流の場の創出

【県庁舎跡地活用検討経費】

*県庁舎跡地活用室

【先行整備イメージ】



[１]重点医療機関等の設備整備支援 4億53百万円

○新型コロナウイルス感染症患者に高度かつ適切な医療を提供するため、重点医療機関等に対して必要な

設備整備を支援

〔対象施設数〕 19病院 〔対象設備〕超音波画像診断装置、CT撮影装置など

[２]救急・周産期・小児医療機関の設備整備支援 5億32百万円
○新型コロナウイルス感染症の疑い患者が、感染症指定医療機関以外の医療機関を受診した場合であって

も診療対応が可能となるよう、救急・周産期・小児医療機関の設備整備等を支援

〔対象施設数〕 52病院 〔対象設備等〕簡易陰圧装置、個人防護具など

医療提供体制等の充実・強化

感染予防・拡大防止対策の充実感染予防・拡大防止対策の充実

32

【重点医療機関等設備整備事業費】

１

医療政策課

【救急・周産期・小児医療提供体制確保事業費】

医療政策課

◎ 新型コロナウイルス感染症対策

[１](新) 高齢者施設等への検査キットの配付 61百万円

○クラスター発生施設等の施設入居者・職員の検査のため、抗原定性検査キットを配付

〔負担割合〕 国1/2、県1/2 〔対象施設〕 高齢者施設、障害者施設、保育所、認定こども園、幼稚園、児童養護施設など

[２]検査機器等の整備 39百万円

○環境保健研究センターにおいて、リアルタイムPCR機器やゲノム解析機器等の検査用機器を整備

〔PCR検査可能数/日〕 5,712件⇒5,752件 〔ゲノム解析検査可能数〕 144件⇒192件

検査体制のさらなる強化

感染症対策室

長寿社会課・障害福祉課
こども未来課・こども家庭課



[１](新) 保健所業務のデジタル化 16百万円

○新型コロナウイルス感染者に対する対応をはじめ、さらなる業務効率化等を図るため、保健所業務のデジタ

ル化を推進

◆HER-SYS（※）の入力データを活用した公表資料や分析資料の自動作成

◆職員間の情報共有の効率化のためのモバイル端末や電子黒板等の導入

◆紙ベースで実施していた疫学調査のデジタル化

◆新規感染者への電話連絡をショートメッセージ送信へ移行（ただし、高齢者等は電話連絡を継続）

（※） 新型コロナウイルス感染者等情報把握・管理支援システム

保健所業務のデジタル化

保健行政のデジタル化の推進保健行政のデジタル化の推進
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【保健所デジタル化推進事業費】

２

* 福祉保健課

◎ 新型コロナウイルス感染症対策



●令和４年度人口減少対策について

〇第１期総合戦略を策定した平成27年当時、本県人口の社会減、自然減は、ともに
6,000人程度の減少であったが、社会減は全国的に見ても非常に減少数が大きい状
況（全国6位、九州1位）にあった。一方で、合計特殊出生率は全国でも高い水準に
あったことから、この間、人口減少対策として、社会減対策により重点を置いて取
り組んできた。

〇この間、移住施策や新規学卒者の県内就職促進、企業誘致による雇用創出等に力
を入れた結果、社会減は6,000人程度で推移している。一方で、婚姻数の減少や晩
婚化の進展、さらには有配偶出生率の低下等の影響により、自然減は約6,000人か
ら約9,000人にまで拡大しており、今後は、これまで以上に自然減対策に重点的に
取り組む必要がある。

【人口減少の現状と課題】

【人口減少対策の施策体系】

〇本県における人口減少の現状や課題を踏まえ、令和４年度においては以下の５つ
の施策体系のもと総合的かつ横断的に人口減少対策に取り組む。

１．若者、女性、子育て世代等の思いや意見に基づいた施策構築

２．子育て支援の充実と全世代の安全・安心な暮らしづくり

３．ＵＩターン対策の強化

４．若者・女性等がやりたい仕事、やりがいのある仕事の創出と人材確保

５．多様な人材が活躍できる選ばれる長崎県づくり
34



●（６月補正）新しい視点や発想で取り組む人口減少対策
○自然減の急速な拡大を踏まえ、出生数の減少に歯止めをかけることについて、より重点的に取り組む。
○社会減対策についても、社会経済情勢の変化を踏まえた施策の見直しや充実を図る。
○子育て支援施策の充実を契機として子育て世代のＵＩターンを加速させるなど、自然減、社会減の両面から施策を
充実・強化し、自然減対策と社会減対策の連携による好循環を実現していく。

○まちや産業の変化を捉え、その魅力を県内外に積極的に発信し、「選ばれる長崎県」を実現する。

取組項目

●企画開発推進事業費 １，３５１千円
（１）若者、女性、子育て世代等の意見を聴く場の創出
（２）人口動向等の把握・分析、施策への反映①若者、女性、子育て

世代等の思いや意見
に基づいた施策構築

②子育て支援の充実と

全世代の安全・安心な

暮らしづくり

③ＵＩターン対策の
強化

④若者・女性等がやり
たい仕事、やりがい
のある仕事の創出と
人材確保

⑤多様な人材が活躍で
きる選ばれる長崎県
づくり

５つの柱立 ６月補正の主な計上事業

（１）子育て支援に係る経済的支援の充実
（２）結婚支援の充実・強化
（３）男女が共に働きやすい環境の整備
（４）子育て世代にやさしい生活環境の整備
（５）全世代の安全・安心な暮らしの促進

（１）子育て世代をターゲットにした移住の促進
（２）第２新卒や就職・転職を契機としたUIターンの促進
（３）まちづくりの進展等を契機とした移住の促進、関係人口の創出

（１）半導体関連等、本県の強みを生かした産業の育成と人材
の確保

（２）デジタル関連産業の活性化と人材の育成・確保
（３）チャレンジしやすいスタートアップ支援体制の構築
（４）若者・女性の県内定着に資する企業誘致の推進
（５）稼げる農林水産業の育成と担い手の確保
（６）若者、特に女性の県内定着の促進

（１）だれもが活躍できるダイバーシティ社会の構築
（２）転職なき移住や在宅就労など多様な働き方の普及促進
（３）地域課題の解決・地域の活性化
（４）郷土愛を育む教育施策の推進
（５）まちや産業の変化を捉えた情報発信の強化

●住まいの変「長崎よかにゃんHOUSE」整備推進事業費
１１９，０００千円

●地域医療充実のための医療ICT活用促進事業費
８，３２８千円

●UIターン拡大事業費 ２，７５５千円

●ながさきUIターン魅力発信事業費 １９，１８８千円

●新規就農者リユースハウス活用支援事業費
８，２４３千円

●県内中小企業DX促進事業費 ５３，２２９千円

●長崎の特性に応じた養殖モデル実証事業費
５８，８３４千円

●多文化共生推進事業費 ５，４４９千円

●自営型テレワーク促進事業費 １２，４０２千円

●「NAGASAKI Revolution4.0」プロモーション事業費
１１，３２８千円

◆◆◆令和４年度人口減少対策体系図◆◆◆

●遠隔専門診療支援推進事業費 ２９６，９８４千円

●グリーン対応型企業成長促進事業費 １５３，９００千円

35



地方創生推進交付金を活用したプロジェクト 3,403百万円（交付金1,702百万円）
R4事業費（交付金）プロジェクト名 R3事業費（交付金）

合計 3,403(1,702)百万円

プロフェッショナル人材戦略拠点事業

健康長寿日本一の長崎県づくり

先進地連携型ｽﾀｰﾄｱｯﾌﾟ集積・創出促進

長崎の水産物を世界に広げる

女性・高齢者等産業人材確保

水産県ながさきイノベーション

県立大学情報セキュリティ産学共同研究センター（仮称）関連

ながさきとの関わり創出

まちの変化を力にした地域内外の交流拡大・地域の賑わい創出

地方回帰と産業構造の変化を捉えた大規模人材還流

食品関連事業者を中心とした長崎県産品振興

県内中小企業ＤＸ推進

活力あるながさき型スマート産地確立支援

生産者と関係機関が一体となった「チャレンジ畜産600億」推進

地域課題解決型 移住・定住促進

地方創生移住・創業支援

しまの産品振興による地域活性化

長崎の地域・産業で輝く若者の定着支援トータルサポート

海洋エネルギー関連産業の受注拡大と産業間連携による地域活性化

52（26）百万円

178（89）百万円

75（38）百万円

178（89）百万円

63（32）百万円

118（59）百万円

62（31）百万円

584（292）百万円

152（76）百万円

95（47）百万円

19（9）百万円

77（38）百万円

485（243）百万円

323（161）百万円

192（96）百万円

54（27）百万円

73（37）百万円
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（新）デジタル技術を活用した稼げるサービス企業創出

（新）地域課題を地域力、外部人材、デジタル技術で解決

（新）半導体及び航空機関連産業を中心としたグリーン成長産業振興

（新）ポストコロナ「若者に選ばれる」次世代に継承できる畜産産地

（新）先端技術等を活用した長崎の特性に応じた養殖スタイル推進

176（88）百万円

120（60）百万円

132（66）百万円

75（38）百万円

53（26）百万円

196（98）百万円

3,251(1,625)百万円

31（15）百万円

140（70）百万円

56（28）百万円

597（299）百万円

175（88）百万円

106（53）百万円

28（14）百万円

79（40）百万円

590（295）百万円

348（174）百万円

172（86）百万円

98（49）百万円

79（40）百万円

268（134）百万円

1１5（57）百万円

33（16）百万円

148（74）百万円

59（29）百万円



（単位：千円）

項 目 制度概要 事業費 うち県実負担

航路運賃の
低廉化

国境離島地域に継続的な居住が可能となる環境を整備する
ため、住民等の航路運賃をＪＲ運賃並みまで低廉化

◇ 負担割合：国5.5/10 県2.25/10 市町2.25/10
777,306 112,877

航空路運賃の
低廉化

国境離島地域に継続的な居住が可能となる環境を整備する
ため、住民等の航空路運賃を新幹線運賃並みまで低廉化

◇ 負担割合：国5.5/10 県2.25/10 市町2.25/10
524,371 76,137

滞在型観光の
促進

国境離島地域を訪れる旅行者にもう一泊してもらうための仕
掛けづくりや、体験プランを利用する旅行者を対象に島民並
割引運賃で購入できる旅行商品等の造成・販売を支援

◇ 負担割合：国5.5/10 県2.25/10（4.5/10） 市町2.25/10

1,205,136 121,395

輸送コスト支
援

国境離島地域の条件不利性を緩和するとともに、基幹産業
である農水産業の振興を図るため、農水産品全般（加工品
以外）の出荷や原材料等の輸送にかかる費用を低廉化

◇ 負担割合：国6/10 県1/10 市町1/10 事業者2/10

159,617 79,809

雇用機会拡充
等

国境離島地域で民間事業者等が雇用増を伴う創業または
事業拡大を行う場合の設備費や改修費、人件費などを支援
するほか、市町等が行う雇用充足に係る取組を支援

◇負担割合：国1/2 県1/8 市町1/8 事業者1/4 等

1,101,047 110,805

合 計 3,767,477 501,023

特定有人国境離島地域社会維持推進交付金を活用した事業
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